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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第29期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第28期

会計期間
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

自平成19年４月１日
至平成20年３月31日

売上高（千円） 1,644,412 6,706,868

経常利益（千円） 73,231 254,232

四半期（当期）純利益（千円） 41,780 156,820

純資産額（千円） 1,688,820 1,658,848

総資産額（千円） 2,582,099 2,544,354

１株当たり純資産額（円） 827.88 813.16

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
20.48 76.87

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
― ―

自己資本比率（％） 65.4 65.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
24,597 189,044

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△4,032 △66,037

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
82,157 △160,886

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
931,451 828,729

従業員数（人） 472 452

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。
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２【事業の内容】

　当社グループ（当社および当社の関係会社）は、当社（株式会社ＪＳＣ）および子会社１社（株式会社プラネッ

ト・システム・サービス）によって構成されており、事業内容は、情報サービス、ソリューションに区分されます。

　当社グループの事業内容および当社と関係会社の当該事業に係る位置付は、次のとおりであります。

　なお、当第１四半期連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更しております。変更の内容については、「第

５　経理の状況　１．四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりであります。

　

（１）情報サービス

　大型汎用機から中小型機やこれらを連携させたシステム等、広い領域にわたり顧客のニーズに応える総合

的なサービスを提供しております。

　業務内容、規模、開発期間、運用方法、予算等多種多様な側面を考慮したソフトウェアの設計・開発およびオ

ペレーション、運用監視、ネットワーク管理、ヘルプデスク等広範囲をカバーするシステムの運用・管理等が

その中心であります。

　金融関係業務および通信事業系業務に高いノウハウを有しており、多くの大手企業と継続的な取引を行う

とともに長年にわたる実績と蓄積されたこれらのノウハウをベースに専門的かつ特殊な技術を必要とされ

る分野にも的確に対応しております。

（２）ソリューション

　　　パーソナルコンピュータおよびその周辺機器、各種サーバ・ネットワーク機器、汎用パッケージ、セキュリ

ティシステム等、幅広い分野において顧客のニーズに応じたインフラ、環境の設定・構築を行うとともに、最

適な組み合わせによるハードウェアおよびソフトウェアの提案・導入・設置および保守・管理等を行って

おります。

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。
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３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 472 (14)

　（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）であり、臨時雇用者数（契約社員、人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は、当第１四半期連結会計期

間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 456 (12)

　（注）従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者数

（契約社員、人材派遣会社からの派遣社員を含む。）は、当第１四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載し

ております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　ソフトウェア開発における投入人月方式による生産については、継続業務が大半であり、かつ業務も多岐にわた

ることから生産高を把握することが困難であり、生産実績の記載に馴染まないため、記載を省略しております。

(2）受注状況

　生産実績の記載と同様に、受注状況の記載に馴染まないため、記載を省略しております。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間の販売実績は、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

情報サービス（千円） 1,503,985

ソリューション（千円） 140,426

合計（千円） 1,644,412

　（注）１．当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。

相手先

当第１四半期連結会計期間

（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 

三菱総研ＤＣＳ株式会社 440,538 26.8

日本ヒューレット・パッカード株式会社 154,884 9.4

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。　
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３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判断し

たものであります。

(1）業績の状況　

　当第１四半期連結会計期間における我が国の経済は、米国サブプライムローン問題を背景とする金融不安や、原油

・原材料価格の高騰により、企業業績、個人消費ともに先行きの不透明感が高まって参りました。

　情報サービス産業におきましても、景気が停滞ないし後退の局面に向かう基調にあることを受け、企業における情

報化投資拡大の要請は引き続き強いものの、収益見通しの悪化等から一部にこれを抑制する動きが見られる等、厳

しい事業環境にあります。

　このような状況の下で、当社グループはサービスの高付加価値化を目指し、前連結会計年度より取り組んでいる自

立化・請負化の推進等に取り組んで参りました。

　この結果、当第１四半期連結会計期間における経営成績は、売上高は1,644,412千円となり、営業利益は69,421千円、

経常利益は73,231千円、第１四半期純利益は41,780千円となりました。

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。　

①情報サービス

　大口継続先からの良質な案件を確保し、引き続き生産性向上に努めました。

この結果、売上高は1,503,985千円、営業利益は167,355千円となりました。

②ソリューション　

　予定していた大口案件が発注先の事情により中止・先送りになった等があり技術部門の稼働率が大幅に低下い

たしました。

この結果、売上高は140,426千円、営業損失は9,491千円となりました。

　従来、事業の種類別セグメント情報における事業区分については、「ソフトウェア開発」、「システム運用管理」

および「商品販売」の３区分としておりましたが、当第１四半期連結会計期間から「情報サービス」および「ソ

リューション」の２区分に変更することといたしました。これは、急速な技術革新、顧客ニーズの多様化に伴う市場

構造の変化を背景に、「第二次中期経営計画」での事業展開、経営資源の配分等にかかわる諸施策を踏まえ、事業の

実態をより的確に反映させるよう対応を図るものであります。

(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ

102,722千円の増加となり、当第１四半期連結会計期間末では、931,451千円となりました。

　

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、24,597千円となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益が73,358千円、賞

与引当金の減少89,545千円、売上債権の減少48,839千円、仕入債務の減少44,329千円等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、4,032千円となりました。これは主に定期預金の預入による支出2,014千円等によ

るものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は、82,157千円となりました。これは短期借入金の調達200,000千円、短期借入金の返

済による支出100,000千円等によるものであります。
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(3）事業上および財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において新たに発生した事業上および財務上の対処すべき課題は、次のとおりで

あります。

内部管理体制の強化

　当社グループでは、平成21年３月期より金融商品取引法における内部統制に係る報告が義務付けられます。こ

れまでも、「業務の適正を確保するための体制」構築の基本方針を踏まえ、実効性のある体制確立に継続的に

努めて参りましたが、今後とも、管理部門における人材の確保・育成、コンプライアンス機能の強化、業務マ

ニュアルの整備等を進めることにより、法令に準拠した内部統制システムの構築・運用に一段と注力するとと

もに、内部管理体制の更なる強化を図る所存であります。

(4）研究開発活動

　特記すべき事項はありません。

(5）経営成績に重要な影響を与える要因および経営戦略の現状と見通し

　当社グループを取り巻く事業環境は、景気が停滞ないし後退の局面に向かう基調にあることを受け、企業にお

ける情報化投資拡大の要請は引き続き強いものの、収益見通しの悪化等から一部にこれを抑制する動きが見ら

れる等、厳しい状況にあります。

　このようななかで、当社グループでは、当連結会計期間の第１から第３四半期にかけて、予てより開発に参画

してきた金融大口案件が最終段階を迎えることから、これを予定通り完了させることが直近における大きな課

題と考えております。

(6）資本の財源および資金の流動性についての分析

　当第１四半期連結会計期間末の資産につきましては、総資産は、2,582,099千円となり、前連結会計年度末に比

べ37,744千円の増加となりました。

　流動資産は、42,608千円の増加となりました。これは主に現金及び預金が104,736千円増加したこと、受取手形

及び売掛金が48,839千円減少したこと、繰延税金資産が32,252千円減少したことによるものであります。

　固定資産は、4,863千円の減少となりました。これは主にのれんが償却により3,415千円減少したこと、投資有価

証券が14,554千円増加したこと、繰延税金資産が4,709千円減少したことによるものであります。

　負債につきましては、893,278千円となり、前連結会計年度末に比べ7,772千円の増加となりました。

流動負債は、12,494千円の増加となりました。これは主に支払手形及び買掛金が44,329千円減少したこと、短期

借入金が調達により100,000千円増加したこと、賞与引当金が支払により89,545千円減少したこと、役員賞与引

当金が支払により12,700千円減少したことによるものであります。

　固定負債は、4,722千円の減少となりました。これは主に役員退職慰労引当金の支払および役員退職慰労金の打

切り支給に伴い29,840千円を長期未払金に計上したことにより37,174千円減少したことによるものでありま

す。

　純資産につきましては、1,688,820千円となり、前連結会計年度末に比べ29,972千円の増加となりました。

これは主に利益剰余金が21,380千円増加したこと、その他有価証券評価差額金が8,631千円増加したことによる

ものであります。

(7）経営者の問題認識と今後の方針について

　当社グループでは、現在の事業環境および入手可能な情報を踏まえて、最善の経営方針を立案し実行するよう

努めております。当社グループをとりまく環境は、競争激化や品質管理、付加価値の向上、セキュリティ対策等

課題が多く、これらを勘案すると今後についてもますます厳しい状況が続くものと予想されます。

当社グループといたしましては、更なる生産効率の向上を目指し、付加価値の高いサービスを提供すること

により、品質の安定と顧客の信頼確保に努めて参ります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありま

せん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,800,000

計 4,800,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成20年８月14日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 2,040,000 2,040,000 ジャスダック証券取引所 －

計 2,040,000 2,040,000 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金
  残高（千円）

平成20年４月１日～

平成20年６月30日　
― 2,040,000 ― 512,250 ― 209,700

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） 　　－ 　　－ 　　－

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　2,039,900　 20,399 －

単元未満株式 普通株式　　　  100　 － －

発行済株式総数 2,040,000 － －

総株主の議決権 － 20,399 －

　

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

― － － － － －

計 － － － － －

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成20年
４月

５月 ６月

最高（円） 645 658 670

最低（円） 610 590 584

　（注）　最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,159,901 1,055,164

受取手形及び売掛金 682,703 731,543

商品 527 4,339

仕掛品 24,076 4,167

繰延税金資産 47,022 79,274

その他 27,890 25,096

貸倒引当金 △1,610 △1,683

流動資産合計 1,940,510 1,897,901

固定資産

有形固定資産 ※1
 24,990

※1
 26,718

無形固定資産

のれん 58,058 61,473

その他 38,724 41,514

無形固定資産合計 96,782 102,987

投資その他の資産

投資有価証券 284,803 270,249

繰延税金資産 92,871 97,580

その他 149,203 156,008

貸倒引当金 △7,061 △7,091

投資その他の資産合計 519,816 516,746

固定資産合計 641,589 646,452

資産合計 2,582,099 2,544,354

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 242,409 286,738

短期借入金 200,000 100,000

未払法人税等 3,230 7,468

賞与引当金 40,516 130,061

役員賞与引当金 － 12,700

その他 208,272 144,964

流動負債合計 694,427 681,933

固定負債

退職給付引当金 169,011 166,398

役員退職慰労引当金 － 37,174

長期未払金 29,840 －

固定負債合計 198,851 203,573

負債合計 893,278 885,506
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

純資産の部

株主資本

資本金 512,250 512,250

資本剰余金 209,700 209,700

利益剰余金 985,579 964,198

自己株式 △40 －

株主資本合計 1,707,489 1,686,148

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △18,668 △27,300

評価・換算差額等合計 △18,668 △27,300

純資産合計 1,688,820 1,658,848

負債純資産合計 2,582,099 2,544,354
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

売上高 1,644,412

売上原価 1,422,990

売上総利益 221,422

販売費及び一般管理費 ※1
 152,000

営業利益 69,421

営業外収益

受取利息 616

有価証券利息 2,002

受取配当金 839

その他 733

営業外収益合計 4,192

営業外費用

支払利息 261

雑損失 120

営業外費用合計 382

経常利益 73,231

特別利益

貸倒引当金戻入額 126

特別利益合計 126

税金等調整前四半期純利益 73,358

法人税、住民税及び事業税 538

法人税等調整額 31,039

法人税等合計 31,577

四半期純利益 41,780
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 73,358

減価償却費 4,397

のれん償却額 3,415

貸倒引当金の増減額（△は減少） △102

賞与引当金の増減額（△は減少） △89,545

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △12,700

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,612

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △37,174

受取利息及び受取配当金 △1,456

有価証券利息 △2,002

支払利息 261

売上債権の増減額（△は増加） 48,839

たな卸資産の増減額（△は増加） △15,747

未収入金の増減額（△は増加） △765

仕入債務の増減額（△は減少） △44,329

未払金の増減額（△は減少） △5,338

未払費用の増減額（△は減少） 8,953

未払消費税等の増減額（△は減少） 17,715

その他 75,530

小計 25,921

利息及び配当金の受取額 1,456

利息の支払額 △261

法人税等の支払額 △2,517

営業活動によるキャッシュ・フロー 24,597

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △2,014

有形固定資産の取得による支出 △367

貸付けによる支出 △1,000

貸付金の回収による収入 168

保険積立金の積立による支出 △819

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,032

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 200,000

短期借入金の返済による支出 △100,000

自己株式の取得による支出 △40

配当金の支払額 △17,802

財務活動によるキャッシュ・フロー 82,157

現金及び現金同等物に係る換算差額 －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 102,722

現金及び現金同等物の期首残高 828,729

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 931,451
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

会計処理基準に関する事項

の変更

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更
　たな卸資産
　　通常の販売目的で保有するたな卸資産につ
いては、従来、主として個別法による原価法
によっておりましたが、当第１四半期連結
会計期間より「棚卸資産の評価に関する会
計基準」（企業会計基準第９号　平成18年
７月５日）が適用されたことに伴い、主と
して個別法による原価法（貸借対照表価額
については収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法）により算定しております。
　　これに伴う損益への影響はありません。

【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．一般債権（経営状態に重

大な問題が生じていない債

務者に対する債権）の貸倒

見積高の算定方法

　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率

等が前連結会計年度末に算定したものと著

しい変化がないと認められるため、前連結会

計年度末の貸倒実績率等使用して貸倒見積

高を算定しております。

２．棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算

出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会

計年度末の実地棚卸高を基礎として合理的

な方法により算定する方法によっておりま

す。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収

益性の低下が明らかなものについてのみ正

味売却価額を見積もり、簿価切下げを行う方

法によっております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、54,745千円であり

ます。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、53,217千円であり

ます。

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※1．販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額

は次のとおりであります。

役員報酬　　　　　　　　　 　21,024千円

　　給与手当　　　　　　　　　   50,875千円

 　賞与引当金繰入額　　　　 　 　5,361千円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　（平成20年６月30日現在）

現金及び預金勘定 1,159,901千円

預入期間が３か月を超える定期預金 　△228,449千円

現金及び現金同等物 931,451千円

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）および当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　

至　平成20年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式 2,040,000株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  62株

３．配当に関する事項

配当金支払額

（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年６月27日

定時株主総会
普通株式 20,400 10  平成20年３月31日  平成20年６月30日

利益剰余

金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　
情報サービス
（千円）

ソリューション
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 1,503,985 140,426 1,644,412 － 1,644,412

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 1,503,985 140,426 1,644,412 － 1,644,412

営業利益又は営業損失（△） 167,355 △9,491 157,864 (88,443) 69,421

　（注）１．事業区分の方法

事業は、製品の系列および市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品および役務

(1）情報サービス………ソフトウェア設計および開発、システム運用および保守・管理

(2）ソリューション……パーソナルコンピュータおよびその周辺機器、各種サーバ・ネットワーク機器等の

インフラ・環境の設定・構築、提案・導入・設置および保守管理

（追加情報）　

事業区分の方法の変更

　従来、事業の種類別セグメント情報における事業区分については、「ソフトウェア開発」、「システム運用管理」

および「商品販売」の３区分としておりましたが、当第１四半期連結会計期間から「情報サービス」および「ソ

リューション」の２区分に変更することといたしました。これは、急速な技術革新、顧客ニーズの多様化に伴う市場

構造の変化を背景に、「第二次中期経営計画」での事業展開、経営資源の配分等にかかわる諸施策を踏まえ、事業の

実態をより的確に反映させるよう対応を図るものであります。

　なお、従来の方法によった場合は次のとおりです。

（従来の方法）　

　
ソフト
ウェア開発
（千円）

システム
運用管理
（千円）

商品販売
（千円）

計
（千円）

消去又は
全社
（千円）

連結
（千円）

売上高       

(1)外部顧客に対する売上高 849,368 739,226 55,818 1,644,412 － 1,644,412

(2)セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － － －

計 849,368 739,226 55,818 1,644,412 － 1,644,412

営業利益又は営業損失（△） 55,688 103,897 △1,722 157,864 (88,443) 69,421

　　（注）1．事業区分の方法

事業は製品の系列および市場の類似性を考慮して区分しております。

　　　　　2．各区分に属する主要な製品および役務

（1）ソフトウェア開発……ソフトウェア設計および開発

（2）システム運用管理……システム運用および保守・管理

（3）商品販売………………パーソナルコンピュータ、ネットワーク機器およびパッケージ販売

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

海外売上高がないため該当事項はありません。
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（有価証券関係）

該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　　　　 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

　当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　　該当事項はありません。

（企業結合等関係）

　当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　　該当事項はありません。

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 827.88 円 １株当たり純資産額 813.16 円

２．１株当たり四半期純利益金額等

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 20.48 円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

　
当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

四半期純利益（千円） 41,780

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 41,780

期中平均株式数（株） 2,039,981
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（重要な後発事象）

　当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

　　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　当第１四半期連結会計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引　

該当事項はありません。　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年８月14日

株式会社ＪＳＣ

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 台　祐二　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山口　直志　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 柴田　叙男　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ＪＳＣの平

成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６

月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＪＳＣ及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信

じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半　

　期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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